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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動画

をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 

 
  



 

解答にあたっての注意 

1.試験問題については、特に指示のない限り、2023年10月1日現在施行の

法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対

する各種特例等については考慮しないものとします。 

 

2.問題は、【第1問】から【第5問】まであります。  

 

3.各問の問題番号は、通し番号になっており、《問1》から《問15》までとなって

います。 

 

4.解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従うもの

とし、それ以外については考慮しないものとします。  

 

5.解答は、解答用紙に記入してください。その際、漢字は楷書で、数字は算

用数字で明瞭に記入してください。また、記号は判別できるよう明瞭に記入し

てください。 

 

  



【第1問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問1》~《問3》)に答えなさい。  

 
  



《問1》Aさんが、原則として65歳から受給することができる老齢基礎年金およ

び老齢厚生年金の年金額(2023年度価額)を計算した次の〈計算の手順〉の

空欄①~④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさい。計算にあたっ

ては、設例の〈Aさんとその家族に関する資料〉および下記の〈資料〉に基づく

こと。なお問題の性質上明らかにできない部分は「□□□」で示してある。 

 

 〈計算の手順〉 

 1.老齢基礎年金の年金額(円未満四捨五入) 

    ( ① )円 

 2.老齢厚生年金の年金額 

(1) 報酬比例部分の額(円未満四捨五入) ( ② )円 

(2) 経過的加算額(円未満四捨五入) ( ③ )円 

(3) 基本年金額(上記「(①)+(②)」の額) □□□円 

(4) 加給年金額(要件を満たしている場合のみ加算すること)  

(5) 老齢厚生年金の年金額( ④ )円  

 

 
  



【答え】 

①老齢基礎年金の年金額 

 

●老齢基礎年金の受給要件 

老齢基礎年金は、保険料納付済期間と保険料免除期間などを合算した、受

給資格期間が 10 年以上ある場合に、65 歳から受け取ることができます。 

 

●老齢基礎年金の計算方法 

20 歳から 60 歳になるまでの 40 年間の国民年金の納付月数や厚生年金の

加入期間等に応じて年金額が計算されます。 

 

[計算式] 

795,000円×(保険料納付済期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12 月) 

 

[本問の場合] 

 
 

・Aさんは20〜22歳まで32月未加入期間があり、追納もしていませんので、

480月から32月を引きます。 

480月-32月=448月 

 

・Aさんは20〜60歳になるまでの40年間(480月)が保険料納付済月数となりま

す。 

 

795,000円×448月/480 月=742,000(円) 

  



② 老齢厚生年金の年金額 

 

●報酬比例部分の額 

 
 

 
 

[a] 2003年3月以前の期間分 

280,000円×7.125/1000×144 月=287,280円 

 

[b] 2003年4月以後の期間分 

500,000円×5.481/1000×364 月=997,542円 

 

[a+b] 

287,280円+997,542円=1,284,822円 

              =1,284,822 (円)  

  



③ ●経過的加算の計算方法 

1,657 円×被保険者期間の月数-795,500円×(1961 年以後で 20 歳以上

60 歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数/480) 

 

[本問の場合] 

・被保険者期間の月数は、144月+364月=508月となり、上限の480月となりま

す。 

 

・1961年以後で20歳以上60歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数

は、60歳から65歳までの5年分(60月)を差し引き、508月-60月=448月となりま

す。 

 

1,657円×480月-795,000円×448月/480月=53,360(円) 

 

 

④ ●加給年金の支給要件 

厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方が、65 歳到達時点で、そ

の方に生計を維持されている配偶者または子(18歳になって最初の 3 月 31

日まで)がいるときに加算されます。 

 

妻 B さんは A さんより年上で、A さんが 65 歳になったとき妻 B さんはすでに

65 歳以上になっているため、加給年金は支給されません。 

 

『老齢厚生年金の年金額』 
老齢厚生年金の年金額=報酬比例部分+経過的加算 

1,284,822円+53,360円=1,338,182(円) 

 

したがって正解は、 

①742,000 (円) 

②1,284,822 (円) 

③53,360 (円) 

④1,338,182 (円) 

  



《問2》Mさんは、Aさんに対して、公的年金制度からの老齢給付について説

明した。Mさんが説明した次の記述①~③について、適切なものには○印を、

不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「Aさんは特別支給の老齢厚生年金を受給することができませんが、妻B

さんは64歳から報酬比例部分のみの特別支給の老齢厚生年金を受給する

ことができます」 

 

② 「Aさんが、65歳以後も引き続き厚生年金保険の被保険者としてX社に勤

務し、かつ、65歳から老齢厚生年金を受給し、Aさんの老齢厚生年金の基本

月額と総報酬月額相当額との合計額が28万円(2023年度価額)を超えた場

合、老齢厚生年金の一部または全部が支給停止となります」 

 

③ 「Aさんが希望すれば、66歳以後、老齢基礎年金および老齢厚生年金の

繰下げ支給の申出をすることができます。仮に、Aさんが72歳0カ月で老齢基

礎年金の繰下げ支給の申出をした場合、年金の増額率は58.8%となります」 

  



【答え】 

① ○：適切 

特別支給の老齢厚生年金は、厚生年金保険の受給開始年齢が60歳から65

歳に引き上げられたことで、受給開始年齢を段階的にスムーズに引き上げら

れるために設けられました。 

最初に定額部分が減額し、その後報酬比例部分が減額します。 

 

男性の場合、1961年4月2日以降 

女性の場合、1966年4月2日以降(男性より5年遅れ) 

の方には支給されません。 

 

[本問の場合] 

Aさんは、1968年8月13日生まれ 

妻Bさんは、1965年11月6日生まれですので、 

Aさんは、支給ではありませんが、妻Bさんは支給対象となります。 

 

 

② ×：不適切 

在職老齢年金は、60歳以降に老齢厚生年金を受け取りながら働く場合、老

齢厚生年金の月額と「月給・賞与(直近1年間の賞与1/12)」の合計額が50万

円を超えると年金額の一部または、全部が支給停止になります。 

 
 



③ ○：適切 

 
 

[本問の場合] 

72歳(12ヶ月×7年=84月)まで繰下げた場合 

0.7%×84月=58.8% 

  



《問3》 Mさんは、Aさんに対して、雇用保険の介護休業給付について説明し

た。Mさんが説明した次の記述①~③について、適切なものには○印を、不

適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「Aさんが父Cさんについて介護休業を分割して取得する場合、介護休業

給付金は、介護休業を開始した日から通算して93日を限度に3回までに限り

支給されます」 

 

② 「介護休業期間中に、X社から賃金が支払われなかった場合、介護休業

給付金の額は、1支給単位期間について、休業開始時賃金日額に支給日数

を乗じて得た額の67%相当額です」 

 

③ 「介護休業期間中に、X社から休業開始時賃金日額に支給日数を乗じて

得た額の75%相当額以上の賃金が支払われた場合、当該賃金が支払われた

支給単位期間について、介護休業給付金は支給されません」 

  



【答え】 

 
 

① ○：適切 

雇用保険の介護休業給付金の支給期間は、支給対象となる同じ家族につ

いて、休業開始から通算して、93日を限度に3回まで支給されます。 

 

② ○：適切 

介護休業期間中に、会社から給与が支払われなかった場合、雇用保険から

介護休業給付金が支給され、介護休業給付金の額は、1支給単位期間につ

いて、休業開始時賃金日額に支給日数を乗じて得た額の67%相当額です。 

 

③ ×：不適切 

介護休業期間中に、会社から休業開始時賃金日額×支給日数が80%以上

の場合は、支給されません。 

本問では「75%」と説明されていますので不適切となります。 

  



【第2問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問4》~《問6》)に答えなさい。  

 
  



《問4》 Mさんは、Aさんに対して、公的年金制度からの給付および公的介護

保険からの保険給付について説明した。Mさんが説明した次の記述①~③に

ついて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入

しなさい。なお、各記述において、ほかに必要とされる要件等は満たしている

こととする。 

 

① 「Aさんが死亡した場合、妻Bさんに対して、遺族厚生年金が支給されま

す。遺族厚生年金の額は、原則として、Aさんの厚生年金保険の被保険者記

録を基礎として計算した老齢厚生年金の報酬比例部分の額の3分の2相当

額になります」 

 

② 「Aさんが病気やケガで重度の障害状態となり、その障害の程度が障害

等級1級と認定された場合、Aさんは障害厚生年金を受給することができます

が、Aさんには子どもがいないため、障害基礎年金を受給することはできませ

ん」 

 

③ 「Aさんのような公的介護保険の第2号被保険者は、要介護状態または要

支援状態となった原因が特定疾病によって生じたものでなければ、公的介

護保険からの保険給付は受けられません。特定疾病の具体例として、末期

がん、脳血管疾患、初老期における認知症などが挙げられます」 



【答え】 

① ×：不適切 

遺族厚生年金の年金額は、老齢厚生年金の報酬比例部分×4分の3です。 

 

本問では、「3分の2」と説明されていますので、不適切となります。 

 

※備考 

遺族厚生年金の保険料納付要件は、原則、初診日の前日に初診日がある

月の前々月までに被保険者期間で、国民年金の保険料納付済期間と保険

料免除期間を合わせた期間が3分の2以上あることが要件です。 

 

 

② ×：不適切 

 
 

障害基礎年金に、子の有無の要件はありませんので、不適切となります。 

 

※備考 

子がいることが要件なのは、遺族基礎年金です。 

 



③ ○：適切 

 

 
 

本問の通り、特定疾病は、末期がん、脳血管疾患、初老期における認知症

などです。 

  



《問5》 Mさんは、Aさんに対して、Aさんが提案を受けた生命保険の内容等

について説明した。Mさんが説明した次の記述①~④について、適切なもの

には○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「Aさんが死亡した場合、妻Bさんに支払われる死亡保険金額は、600万

円となります。Aさんが死亡した場合の必要保障額を算出し、準備すべき死

亡保障の額を確認したうえで、死亡保険金額をご検討ください」 

 

② 「Aさんが病気やケガで重度の障害状態となって働けなくなった場合、A

さんの収入が減るだけでなく、妻Bさんの仕事にも影響がでることが想定され

ます。現在提案を受けている生活介護収入保障特約など、重い障害や介護

に備えることができる保障を準備することは検討に値します」 

 

③ 「がん等の重度疾病については、再発のリスクがあり、治療期間も長期に

わたるケースがあります。そのため、重度疾病の保障を準備する際には、再

発時の保障の有無や、保険金等が支払われる疾病の種類および状態を確

認する必要があります」 

 

④ 「Aさんが厚生労働大臣により定められた先進医療による療養を受けたと

き、その先進医療の技術に係る費用と同額を先進医療給付金として受け取

ることができます。ただし、先進医療特約の対象は入院を伴った治療のみで

あり、外来での治療は対象 外となります」 

 

  



【答え】 

① ○：適切 

必要保障額とは、家計を支えていた人が亡くなった時に、残された家族が今

後生活して行くための必要な費用のことで、必要保障額(不足する金額)を目

安に死亡保険金額を検討することが必要です。 

遺族の支出-遺族の収入=必要保障額 

 

[本問の場合] 

 
 

妻Bさんに支払われる死亡保険金額 

終身保険100万円+定期保険500万円=600万円 

 

 

② ○：適切 

公的介護保険は現物給付ですが、民間の介護保険は現金給付となります。 

介護等により収入の減収したことで生活に支障をきたす場合は民間の介護

保険の現金給付を得ることも検討に値します。 

また、病気やケガで働けなくなった時の収入減少に備えるために就業不能

保険等に加入することも検討に値します。 

  



③ ○：適切 

重度疾病とは、ガン(悪性新生物)・急性心筋梗塞・脳卒中・重度の糖尿病等

です。 

ガンは、再発や転移の可能性があるため、重度疾病の保険金等が支払われ

る種類や状態などを確認する必要があります。 

 

 

④ ×：不適切 

先進医療特約は、厚生労働大臣が定める高度で最先端の医療技術を用い

た療養に対して給付金が支払われる特約で、加入後に新しく認められた(療

養を受けた時点の)先進医療も支払い対象です。 

外来・入院問わず対象となります。 

 

本問では、「入院を伴った治療のみ」と説明されていますので、不適切となり

ます。 

 

  



《問6》 Mさんは、Aさんに対して、Aさんが提案を受けた生命保険の課税関

係について説明した。Mさんが説明した以下の文章の空欄①~③に入る最も

適切な語句または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解

答用紙に記入しなさい。 

 

I 「支払保険料のうち、終身保険特約および定期保険特約に係る保険料は

一般の生命保険料控除の対象となります。他方、生活介護収入保障特約、

重度疾病保障特約および総合医療特約等に係る保険料は介護医療保険料

控除の対象となります。それぞれの適用限度額は、所得税で( ① )円、住民

税で( ② )円です」 

 

II 「被保険者であるAさんが入院給付金などを請求することができない特別

な事情がある場合には、指定代理請求人である妻BさんがAさんに代わって

請求することができます。妻Bさんが指定代理請求人として受け取る入院給

付金は、( ③ )となります」 

 

〈語句群〉 

イ.25,000 ロ.28,000 ハ.30,000 ニ.40,000 ホ.48,000 へ.50,000 ト.所得税

の課税対象 チ.贈与税の課税対象 リ.非課税 

  



【答え】 

① ニ.40,000 

② ロ.28,000 

[生命保険料控除] 

 
所得控除限度額は、それぞれ所得税4万円・住民税2.8万円です。 

 

③ リ.非課税 

指定代理請求人とは、被保険者が、事故や病気等により寝たきり状態にな

り、意思表示が困難な場合や、ガン等に罹患した医師から告知を受けておら

ず家族のみが知っている場合などにより、保険金・給付金等が請求できない

ときに、被保険者に代わって請求するため、配偶者や3親等内の親族の範囲

であらかじめしてされた人のことです。 

 

妻BさんがAさんに代わり入院給付金を受け取る場合、Aさんが受け取る場合

と同じく非課税となります。 

  



【第3問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問7》~《問9》)に答えなさい。  

 
  



《問7》 仮に、将来X社がAさんに役員退職金5,000万円を支給した場合、Aさ

んが受け取る役員退職金について、次の①、②を求め、解答用紙に記入し

なさい(計算過程の記載 は不要)。〈答〉は万円単位とすること。なお、Aさん

の役員在任期間(勤続年数)を 26年2カ月とし、これ以外に退職手当等の収

入はなく、障害者になったことが退職の直接の原因ではないものとする。 

 

  ① 退職所得控除額 

  ② 退職所得の金額 

  



【答え】 

① 

●退職所得控除額の計算式 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

 

[本問の場合] 

Aさんの勤続年数26年2ヶ月なので、勤続年数27年で計算します。 

 

70万円×（27年‐20年）＋800万円=1,290万円 

 

② 

●退職所得の計算式 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

(5,000万円-1,290万円)×1/2=1,855万円 

 

 

したがって正解は、 

①1,290 (万円) 

②1,855 (万円) 

  



《問8》 Mさんは、Aさんに対して、〈資料〉の生命保険について説明した。Mさ

んが説明した次の記述①~③について、適切なものには○印を、不適切なも

のには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「X社が受け取る特定疾病保険金は、Aさんががん等の治療で不在の

間、事業を継続させるための資金として活用することができます」 

 

② 「X社が特定疾病保険金を受け取った場合、法人税法上、当該保険金は

非課税所得となりますので、益金に計上する必要はありません」 

 

③ 「保険期間中にX社に緊急の資金需要が発生し、契約者貸付制度を利

用する場合、当該制度により借り入れることができる金額は、利用時点での

既払込保険料相当額が限度となります」 

  



【答え】 

① ○：適切 

法人が受け取った保険金の資金使途は制限がありませんので、会社を存続

するための事業資金として活用することは可能です。 

 

 

② ×：不適切 

法人が受け取った保険金は、全額を雑収入として益金に計上する必要があ

ります。 

 

本問では、「非課税所得」と説明していますので、不適切となります。 

 

 

③ ×：不適切 

契約者貸付制度とは、生命保険を利用して、銀行からではなく、保険会社か

ら、解約返戻金の所定の範囲内でお金を借りることができる仕組みです。 

借入金額は解約返戻金の70〜90%程度までです。 

 

本問では、「既払込保険料相当額が限度」と説明されていますので、不適切

となります。 

  



《問9》 Mさんは、Aさんに対して、〈資料〉の生命保険の支払保険料の経理

処理について説明した。Mさんが説明した以下の文章の空欄①~④に入る最

も適切な数値を、下記の〈数値群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に

記入しなさい。 

 

「法人を契約者(=保険料負担者)および死亡保険金受取人とし、役員または

従業員を被保険者とする保険期間が3年以上の定期保険で、最高解約返戻

率が( ① )%を超えるものの支払保険料の経理処理については、最高解約

返戻率が『( ① )%超70%以下』『70%超( ② )%以下』『( ② )%超』となる場合

の3つの区分に応じて取り扱います。 

〈資料〉の定期保険の最高解約返戻率は『70%超( ② )%以下』であるため、

保険期間開始日から保険期間の( ③ )割に相当する期間を経過する日まで

は、当期分支払保険料の( ④ )%相当額を前払保険料として資産に計上し、

残額は損金の額に算入します。( ③ )割に相当する期間経過後は、当期分

支払保険料の全額を損金の額に算入するとともに、資産に計上した金額に

ついては、保険期間の7.5割に相当する期間経過後から保険期間終了日ま

でにおいて均等に取り崩し、損金の額に算入します」 

 

〈数値群〉 

イ.4 ロ.5 ハ.6 ニ.30 ホ.40 チ.75 リ.85 ヌ.90 ル.105 

ヘ.50 ト.60 

  



【答え】 

●定期保険および第三分野保険の保険料 法改正(2019年7月8日) 

解約返戻金が80%を超える保険商品は、資産価値が大きく本来は資産計上

すべきものを、全額損金算入でき節税効果がとても大きいため、生命保険会

社は多く宣伝し法人も契約していましたので、メスが入り法改正となりました。 

2019年7月8日の法改正により、最高解約返戻金が50%を超えた場合は、損

金算入が減少するようになり、最高解約返戻率が高いと、損金算入できるパ

ーセンテージが減少するようになりました。

 
① ヘ.50 

② リ.85 

50%を超えるものは、「50〜70%以下」「70〜85%以下」「85%以上」の3つに区分

します。 

 

③ イ.4 

④ ト.60 

「70〜85%以下」の場合、資産計上期間の保険期間当初4割相当期間は、

60%を前払い保険料として資産計上します。 

  



【第4問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問10》~《問12》に答えなさい。  

 
  



《問10》 住宅借入金等特別控除(以下、「本控除」という)に関する以下の文

章の空欄①~③に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉のなかから選び、

その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

「住宅ローンを利用して新築住宅を取得等し、2023年中に居住した場合、所

定の要件を満たせば、居住の用に供した年分以後、最大で( ① )年間、本

控除の適用を受けることができます。控除額の計算上、住宅ローンの年末残

高には、限度額が設けられています。Aさんのように認定長期優良住宅に該

当する新築住宅を取得し、2023年中に居住した場合の年末残高の限度額

は( ② )万円です。 

Aさんの場合、住宅ローンの年末残高は( ② )万円よりも少ないため、住宅ロ

ーンの年末残高に控除率を乗じて得た金額を、所得税額から控除すること

ができます。また、仮に、当該控除額がその年分の所得税額から控除しきれ

ない場合は、その控除しきれない金額を、所得税の課税総所得金額等の合

計額の( ③ )%相当額または97,500円のいずれか少ないほうの額を限度とし

て、翌年度分の住民税の所得割額から控除することができます」 

 

〈数値群〉 

イ.5 ロ.10 ハ.13 ニ.15 ホ.20 ヘ.3,000 ト.4,000 チ.5,000 

  



【答え】 

① ハ.13 

住宅ローン控除の控除期間は最長13年です。 

 

 

② チ.5,000 

 
 

Aさんのように認定長期優良住宅に新築住宅を取得し、2023年中に居住した

場合は、年末残高の限度額は5,000万円となります。 

 

 

③ イ.5 

所得税の計算上控除しきれない住宅ローン控除の額は、2022 年以降に入

居した場合、住宅ローン控除の限度額が 136,500円から 97,500円に引き下

げられ、所得税の課税総所得金額等の額の 7％となっている部分が 5％に

引き下げられます。 

  



《問11》 Aさんの2023年分の所得税の課税等に関する次の記述①~③につ

いて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入し

なさい。 

 

① 「母Dさんは老人扶養親族の同居老親等に該当しますので、Aさんが適

用を受けることができる母Dさんに係る扶養控除の額は、58万円です」 

 

② 「Aさんが住宅ローンの借入れの際に加入した団体信用生命保険の支払

保険料は、一般の生命保険料控除の対象となります」 

 

③ 「Aさんが2023年分の所得税において住宅借入金等特別控除の適用を

受けるためには、所得税の確定申告を行う必要がありますが、2024年分以後

の所得税については、年末調整においてその適用を受けることができます」 

  



【答え】 

① ○：適切 
扶養控除は、扶養親族の合計所得金額が48万円以下である場合、配偶者

以外の親族は、一定金額の所得控除受けられます。 

 
[本問の場合] 

 
 

<公的年金に係る雑所得以外の合計所得金額が1,000万円以下> 

 
母Dさん(73歳)は、年金収入70万円ありますが、65歳以上の公的年金等控除

の最低額110万円を控除すると合計所得金額は0円になります。 

扶養控除は、老人扶養者として同居の場合、58万円の控除額となります。 

  



② ×：不適切 

団体信用生命保険は、契約者が死亡等の場合に、住宅ローン残高がゼロに

なる保険です。 

団体信用生命保険は、契約者や配偶者その他親族等が保険金受取人では

なく、金融機関等が保険金受取人となりますので、生命保険料控除の対象と

はなりません。 

 

 

③ ○：適切 

住宅ローン控除を受ける場合、給与所得者は 1 年目分の確定申告が必要

です。2 年目以降は年末調整で控除できます。 

  



《問12》 Aさんの2023年分の所得税額を計算した下記の表の空欄①~④に

入る最も適切な数値を求めなさい。なお、問題の性質上、明らかにできない

部分は「□□□」で示してある。 

 

 

 
  



【答え】 

① 380,000(円) 

配偶者控除は、生計を一にする配偶者の合計所得金額が48万円以下で納

税者本人の所得が1,000万円以下である場合に適用されます。 

 
[本問の場合] 

 
<給与所得控除> 

 
妻Bさんはパート収入100万円がありますが、給与所得控除後の金額は100

万円-55万円=45万円となり、所得要件を満たします。 

控除を受ける納税者本人であるAさんの合計所得金額は900万円以下です

ので、一般控除対象配偶者として38万円の控除額となります。 

  



② 480,000(円) 

[所得税の基礎控除] 

 
Aさんの合計所得金額は2,400万円以下ですので、基礎控除額は48万円と

なります。 

 

③ 216,500(円) 

総所得金額は、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額です。本

問では、Aさんは給与収入のみです。 

 
 

給与所得控除額：760万円×10%+110万円=186万円 

給与所得金額：760万円-186万円=574万円 

課税総所得金額：総所得金額574万円-所得控除合計額260万円=314万円 

(d)算出税額：314万円×10%-97,500円=216,500円 

  



④ 173,600(円) 

住宅ローン控除の控除額は、住宅ローンの年末残高の0.7%です。 

 

[本問の場合] 

 
 

2,480万円×0.7%=173,600円 

  



【第5問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問13》~《問15》に答えなさい。  

 
  



《問13》 現時点(2024年1月28日)において、Aさんの相続が開始した場合に

おける相続税の総額を試算した下記の表の空欄①~③に入る最も適切な数

値を求めなさい。なお、相続税の課税価格の合計額は4億円とし、問題の性

質上、明らかにできない部分は「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
  



【答え】 

<法定相続人> 

 
 

<法定相続分> 

 
  



① 4,800万円 

遺産に係る基礎控除額=3000万円+600万円×法定相続人の数 

 

[本問の場合] 

法定相続人は妻Bさん・長男Cさん・長女Dさんの3人 

遺産に係る基礎控除額=3000万円+600万円×3人 

               =4,800万円 

 

② 5,340万円 

・課税遺産総額=4億円-4,800万円=3億5,200万円 

 

 [本問の場合] 

・法定相続分 Aさん1/2・長男Cさん1/4・長女Dさん1/4 

 

・課税遺産総額4億を法定相続分で各人に分配 

妻Bさん: 3億5,200万円×1/2=1億7,600万円 

長男Cさん: 3億5,200万円×1/4=8,800万円 

長女Dさん: 3億5,200万円×1/4=8,800万円 

 

・速算表より各人ごとの相続税額を算出 

妻Bさん: 1億7,600万円×40%-1,700万円=5,340万円 

長男Cさん: 8,800万円×30%-700万円=1,940万円 

長女Dさん: 8,800万円×30%-700万円=1,940万円 

 

 

③ 9,220万円 

・相続税の総額 

5,340万円+1,940万円+1,940万円=9,220万円 

 

したがって正解は、 

① 4,800(万円)② 5,340(万円) ③ 9,220 (万円) 

  



《問14》 Aさんの相続に関する次の記述①~③について、適切なものには○

印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「遺産分割をめぐる争いを防ぐ手段として、遺言書の作成をお勧めしま

す。自筆証書遺言については、法務局における保管制度がありますが、当

該制度を利用するためには証人2人以上の立会いが必要です」 

 

② 「遺言により、相続財産の大半を妻Bさんおよび長男Cさんが相続した場

合、長女Dさんの遺留分を侵害するおそれがあります。仮に、遺留分を算定

するための財産の価額が4億円である場合、長女Dさんの遺留分の金額は1

億円となります」 

 

③ 「妻Bさんが受け取る一時払終身保険の死亡保険金(2,000万円)は、みな

し相続財産として相続税の課税対象となりますが、死亡保険金の非課税金

額の規定の適用を受けることで、相続税の課税価格に算入される金額は、

500万円となります」 

  



【答え】 

① ×：不適切 

 
自筆証書遺言は、公証人は必要ありません。 

必要なのは、公正証書遺言です。 

 

② ×：不適切 

<遺留分> 

 
 

Aさんの推定相続人は、妻Bさん・長男Cさん・長女Dさんの3人です。 

長女Dさんの遺留分の金額：財産価額4億円×遺留分1/2×法定相続分

1/4=5,000万円 

  



③ ○：適切 

死亡保険金の非課税限度額：500万円×法定相続人の数 

 

[本問の場合] 

死亡保険金の非課税限度額：500万円×3人=1,500万円 

 

相続税の課税価格に算入される金額：一時払終身保険の死亡保険金2,000

万円-1,500万円=500万円 

  



《問15》 X屋の事業承継に関する以下の文章の空欄①~④に入る最も適切

な語句または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用

紙に記入しなさい。 

 

I 「長男CさんがAさんの相続によりX屋店舗敷地を取得した場合、所定の要

件を満たせば、当該敷地は特定事業用宅地等に該当し、『小規模宅地等に

ついての相続税の課税価格の計算の特例』の適用を受けることができます。

特定事業用宅地等に該当するX屋店舗敷地は、( ① )m²までの部分につい

て、その敷地の相続税評価額から80%相当額を減額した金額を、相続税の

課税価格に算入すべき価額とすることができます」 

 

II 「『個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予および免除

の特例』の適用を受けた場合、後継者が先代事業者から贈与または相続等

により取得した特定事用資産に係る贈与税・相続税の( ② )の納税が猶予さ

れます。本特例の適用を受けるためには、後継者は、個人事業承継計画を

( ③ )に提出し、その確認を受ける等の所定の要件を満たす必要がありま

す」 

 

III 「『個人の事業用資産についての相続税の納税猶予および免除の特例』

の適用を受けて相続等により取得した事業用の宅地は、特定事業用宅地等

に係る『小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例』の対象

( ④ )」 

 

〈語句群〉 

イ.330 ロ.400 ハ.500 ニ.60%相当額 ヘ.全額 ト.経済産業大臣 チ.所轄税

務署長 ヌ.となります ル.となりません 

ホ.80%相当額 リ.都道府県知事 

  



【答え】 

① ロ.400 

<小規模宅地の特例> 

 
 

特定事業用宅地の限度面積は、400m²です。 

 

② ヘ.全額 

『個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予および免除の特

例』の適用を受けた場合、贈与税・相続税の全額が納税猶予されます。 

 

③ リ.都道府県知事 

『個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予および免除の特

例』の適用を受ける場合は、個人事業承継計画を都道府県知事に提出する

等の要件を満たす必要があります。 

 

④ ル.となりません 

『個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予および免除の特

例』の適用を受けた場合、小規模宅地の評価源の特例の適用対象となりま

せん。 

 

-終- 


